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算
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平
成　

年
度
予
算
案
の
一
般
会

２９

計
・
特
別
会
計
・
企
業
会
計
を
合

わ
せ
た
全
会
計
の
総
額
は
、
１
１

６
２
億
３
０
０
３
万
円
で
す
（
予

算
の
概
要
に
つ
い
て
は
、
４
ペ
ー

ジ
上
の
表
を
ご
覧
く
だ
さ
い
）。

　

年
度
の
当
初
予
算
と
比
べ
る

２８と
、　

億
６
８
１
４
万
円
（
１
・

１１

０
％
）
減
少
し
ま
し
た
。

　

こ
の
う
ち
、
市
の
基
本
的
な
会

計
で
あ
る
一
般
会
計
の
予
算
額
は

５
５
２
億
７
１
４
３
万
円
で
、　

２８

年
度
と
比
べ
る
と　

億
６
８
０
９

１３

万
円
（
２
・
４
％
）
減
少
し
ま
し

た
。

　

予
算
編
成
に
当
た
り
、
一
般
財

平成２９（２０１７）年４月　広報おたる　２

入
金
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、４
億

３
２
７
８
万
円
増
の
７
億
２
０
３

９
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

�
市
債
／
北
陵
中
学
校
や
消
防
署

オ
タ
モ
イ
支
署
の
建
設
事
業
が
終

了
し
た
ほ
か
、
港
湾
国
直
轄
工
事

費
負
担
金
の
減
な
ど
に
伴
う
借
入

額
の
減
少
に
よ
り
、
６
億
７
２
３

０
万
円
減
の　

億
６
６
６
０
万
円

３９

と
な
り
ま
し
た
。

【
歳　

出
】

�
民
生
費
／
後
期
高
齢
者
の
医
療

給
付
費
負
担
金
や
障
害
者
福
祉
費

で
増
加
と
な
り
ま
し
た
が
、
臨
時

福
祉
給
付
金
の
給
付
事
業
費
や
生

活
保
護
費
の
減
少
な
ど
に
よ
り
、

９
９
６
２
万
円
減
の
２
４
６
億
１

９
５
１
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

�
衛
生
費
／
北
し
り
べ
し
廃
棄
物

処
理
広
域
連
合
負
担
金
の
減
な
ど

に
よ
り
、
２
億
２
７
１
６
万
円
減

の　

億
７
３
２
５
万
円
と
な
り
ま

４３
し
た
。

�
消
防
費
／
消
防
署
オ
タ
モ
イ
支

署
の
建
設
工
事
が
終
了
し
た
こ
と

な
ど
に
よ
り
、
３
億
５
１
０
３
万

円
減
の
３
億
７
０
２
８
万
円
と
な

り
ま
し
た
。

�
職
員
給
与
費
／
退
職
者
数
の
減

に
伴
う
退
職
手
当
の
減
少
な
ど
に

よ
り
、
３
億
３
９
２
８
万
円
減
の

　平成29年度は、私が市長に就任してから３年目となり、早くも任
期の折り返し点を迎えることとなりました。
　市長就任以来、このまちで生活している人を大切にする政策を第
一に考え、公約に掲げた取り組みを少しでも早く実現したい気持ち
で、その具現化に向けて全力で取り組んでまいりました。
　本年度の予算編成に当たっては、市税収入の伸びが期待できない
ことに加え、地方交付税の減少が見込まれるなど、依然として厳し
い財政状況にある中、「住みよいまち、人にやさしいまち小樽」の
実現のため、「子育て支援」や「子どもの育成」、「安定した雇用の
創出」のほか、安全・安心・快適に暮らせるまちづくりを重視する
とともに、これまであまり手をかけられなかったものに対する配慮
も意識した上で、必要な事業をできる限り盛り込みました。
　本市では、長期にわたり人口減少が続いており、人口推計による
と、今後もこの傾向が続くと見られています。人口減少は、税収の
減少や経済規模の縮小など、地域に大きな影響を及ぼすことから、
人口対策は本市における最重要課題となっています。
　市長任期の後半に向けて、今後も財政健全化への取り組みを継続
しつつ、人口減に歯止めをかけ、このまちの活力を高めていくため
総合戦略等で掲げた政策を着実に実行しながら、市民の皆さまとの
協働による、魅力ある住みよいまちづくりを進めてまいります。

小樽市長　森 井 秀 明

平成２９年度の予算編成に当たって

源（
３
ペ
ー
ジ
右
上
の
囲
み
を
参
照
）

の
縮
減
に
最
大
限
努
め
た
と
こ
ろ

で
す
が
、
地
方
交
付
税
の
減
少
な

ど
に
よ
り
約
８
億
８
０
０
０
万
円

の
財
源
不
足
が
生
じ
ま
し
た
。
そ

の
対
策
と
し
て
、
財
政
調
整
基
金

の
繰
り
入
れ
や
過
疎
債
を
充
当
す

る
こ
と
で
収
支
均
衡
予
算
を
編
成

し
ま
し
た
。

一
般
会
計
の
内
訳

　
　

年
度
の
一
般
会
計
予
算
の
歳

２９
入
と
歳
出
に
つ
い
て
、　

年
度
と

２８

比
較
し
た
主
な
特
徴
は
次
の
と
お

り
で
す
。

【
歳　

入
】

�
市
税
／
た
ば
こ
税
な
ど
で
減
収

が
見
込
ま
れ
ま
す
が
、
市
民
税
、

固
定
資
産
税
お
よ
び
都
市
計
画
税

で
増
収
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か

ら
、
全
体
で　

年
度
と
ほ
ぼ
同
額

２８

の
１
３
１
億
８
８
１
０
万
円
と
な

り
ま
し
た
。

�
地
方
交
付
税
／
国
の
地
方
財
政

計
画
の
伸
び
率
な
ど
を
基
本
に
、

市
の
特
殊
事
情
を
勘
案
し
て
積
算

し
、　

年
度
と
比
べ
て
８
億
７
２

２８

０
０
万
円
減
の
１
５
７
億
９
０
０

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

�
繰
入
金
／
収
支
均
衡
予
算
を
編

成
す
る
た
め
の
財
政
調
整
基
金
繰

市
議
会
第
１
回
定
例
会
を
２
月　

日
か
ら
開
催
し
、
平
成　

年
度
予
算
案
が
可
決

２２

２９

さ
れ
ま
し
た
。
市
で
は
、
財
政
再
建
に
向
け
た
取
り
組
み
を
継
続
し
、　

年
度
に

２７

策
定
し
た
「
小
樽
市
総
合
戦
略
」
に
基
づ
く
予
算
編
成
に
努
め
ま
し
た
。
そ
こ
で
、

予
算
の
概
要
と　

年
度
に
行
う
主
な
事
業
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
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平
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年
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予
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編
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億
１
４
１
８
万
円
と
な
り
ま
し

８２た
。特

別
会
計
・
企
業
会
計

　

特
別
会
計
で
は
、
国
民
健
康
保

険
事
業
会
計
で
、
被
保
険
者
数
の

減
に
よ
り
保
険
給
付
費
の
減
少
が

見
込
ま
れ
る
こ
と
な
ど
か
ら
６
億

６
８
９
１
万
円
の
減
と
な
る
ほ

か
、
住
宅
事
業
会
計
で
、
若
竹
住

宅
３
号
棟
の
建
て
替
え
工
事
に
着

手
す
る
こ
と
な
ど
か
ら
３
億
９
９

９
６
万
円
の
増
、
介
護
保
険
事
業

会
計
で
、
介
護
療
養
型
施
設
の
転

換
に
よ
る
保
険
給
付
費
の
減
少
が

見
込
ま
れ
る
こ
と
な
ど
か
ら
４
億

１
４
２
６
万
円
の
減
と
な
り
ま
し

た
。
特
別
会
計
全
体
で
は
、
７
億

８
６
４
４
万
円
（
２
・
１
％
）
減

の
３
６
２
億
９
０
８
８
万
円
と
な

り
ま
し
た
。

　

企
業
会
計
で
は
、
病
院
事
業
会

計
で
、
医
師
確
保
に
伴
う
給
与
費

の
増
加
や
医
療
機
器
購
入
に
係
る

医
業
設
備
費
の
増
加
な
ど
に
よ
り

５
億
３
４
８
９
万
円
の
増
、
水
道

事
業
会
計
で
、
建
設
事
業
費
の
増

加
な
ど
に
よ
り
１
億
３
４
０
４
万

円
の
増
と
な
り
、
全
体
で
は
９
億

８
６
３
９
万
円
（
４
・
２
％
）
増

の
２
４
６
億
６
７
７
２
万
円
と
な

３　平成２９（２０１７）年４月　広報おたる

市税
１３１億８８１０万円
（２３．９％）

使用料・手数料・
繰入金など
２０億３６４５万円
（３．７％）

地方交付税
１５７億９００万円
（２８．４％）

国庫支出金国庫支出金
１１１５億５６５８万円１５億５６５８万円
（２０（２０．９．９％）％）

市債
３９億６６６０万円
（７．２％）

道支出金
３１億５６２５万円
（５．７％）

その他（地方譲与税・交付金など）
２８億６８２０万円 （５．２％）

民生費
２４６億１９５１万円
（４４．５％）

土木費
４１億３２４４万円
（７．５％）

教育費
３３億８９５７万円
（６．１％）

総務費
１１億９２９３万円
（２．２％）

公債費
５５億２９１２万円
（１０．０％）

職員給与費
８２億１４１８万円
（１４．８％）

その他（議会費・
消防費など）
１２億７１５万円
（２．３％）

依存財源（６７．４％）
３７２億５６６３万円

歳　　出
5５２億７１４３万円

一般会計の歳入・歳出

歳　　入
５５２億７１４３万円

衛生費
４３億７３２５万円
（７．９％）

商工・労働・農林水産業費
２６億１３２８万円 （４．７％）

約４６万６００円（人口１２万人として）

�自主財源とは…
　市税や使用料・手数料など市で自ら調達でき
る財源のことです。

�依存財源とは…
　地方交付税をはじめとする国などからの支出
金や市債などの財源のことです。

自主財源（３２．６％）
１８０億１４８０万円

（※）一般財源と特定財源

　一般会計の収入は、市税や地方交付税など市
が独自の判断で使える「一般財源」と、国や北
海道からの支出金など使い道が限られる「特定
財源」に分けられます。
　２９年度の一般財源収入は歳入約５５３億円のう
ち約３３７億円です。歳出に必要な一般財源は約
３４３億円のため、約６億円の財源不足となりま
した。

諸収入
２７億９０２５万円
（５．０％）

市民一人当たりの一般会計歳出の内訳

民生費
２０万５２００円
福祉など

衛生費
３万６４００円
健康や衛生など

教育費
２万８２００円
教育のために

土木費
３万４４００円
道路や除雪など

総務費
９９００円
行政運営のために

商工費など
２万１８００円
産業の振興など

職員給与費
６万８５００円
職員の給与など

公債費
４万６１００円
借入金の返済に

その他
１万１００円
議会費・消防費など




